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１．はじめに 

 世界の廃棄物発生量は都市化と人口増加により2050年までに70%増加することが予測さ

れている。そのため今後においても家計の廃棄物減量化行動を促すための政策介入の実施

と、それらの介入に対する家計の反応を理解することが重要である。  

そこで本研究では、全国の自治体に対するアンケート調査によって普及啓発施策の実施

状況に関する詳細な情報を用いて、環境規範の内容や介入方法の違いが住民の廃棄物排出

行動に与える影響について実証的に明らかにする。  

 

２．分析方法  

本研究では、自治体の公式 Web サイトから施策情報を網羅的に取得し、普及啓発施策の

タイプを31個に類型化した (図1)。次に各普及啓発施策の実施状況を把握するために、全国

の人口5万人以上の基礎自治体を

対象にアンケート調査を実施した

(回収率は75％ )。  

本研究では任意の普及啓発施策

の推進が、廃棄物の発生抑制に与

える影響を明らかにするために、

傾向スコア・マッチングを用いた

因果推論を行った。各自治体にお

ける普及啓発施策を推進する確率

について、傾向スコアを推定する

ためにプロビットモデルを採用し

た。共変量には政策的要因として

有料化、戸別収集、収集頻度を、

社会的要因として世帯収入や人口

密度などの人口・社会統計データ

を用いた。施策効果の推定は、施
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ⅰ 回覧板、広報等の定期刊行物への掲載

ⅱ 自治体運営のHP(ホームページ)

ⅲ SNS（原則、自治体から発信するのみ）

ⅳ DVD貸出/動画配信等

ⅴ ごみ特集のハンドブック、副読本、漫画、紙芝居、カ
ルタ、ポスター等(配布/貸出/ダウンロード)

ⅵ 新聞、TV、ラジオ等のマスコミ活用
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ⅰ 座学セミナー（説明会等）

ⅱ 実習セミナー（体験を伴う環境学習等）

ⅲ 環境フェア等でのイベント出展/店頭呼びかけ

ⅳ 戸別訪問による協力依頼

ⅴ 市民との共考(SNSでアイデア募集/住民アンケート

/目安箱/意見書)
ⅵ 廃棄物関連施設の利用(見学/施設貸出)
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ⅰ 著名人を活用した情報発信

ⅱ 市民リーダーの活用❶(法第5条8の減量等推進員
（名称自由）として委嘱)

ⅲ 市民リーダーの活用❷(❶以外)
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ⅰ 報奨を伴うアイデアコンテスト／ポスターコンクール
等

ⅱ 設備の支給／貸出／購入助成（生ごみ処理機や枝
葉破砕機等）

ⅲ エコ行動への報奨（資源ごみ持込でポイント進呈
等）

ⅳ ノンエコ行動に対する不利益（レジ袋有料化のよう
に受益者負担制度の創設等）

【インセンティブ型】
経済的な損得の機会を与えることで、エコ行動の促進を
促すもの

【一方向の情報発信型】
情報が自治体から市民に一方向で発信され、市民が意
見等を伝える機会はないもの

【コミュニケーション型】
情報、意見等が自治体と市民の間、あるいは市民同士
で交わされる機会があり、双方向性をもつもの

【モデリング型】
多くの市民に影響力のある人物を介して、模範的行動
を伝えるもの
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ⅰ フリーマーケット等の主催／支援

ⅱ 官営リユース施設運営（呼称例：リサイクルプラザ）

ⅲ 民営エコショップ認定PR制度（リサイクルショップ、容
器包装削減店、量り売り推進店等）

ⅳ 資源ごみの店頭回収/拠点回収の整備

ⅴ フードバンク／フードドライブ

ⅵ マイ●●の促進措置（マイボトル用給水機など)
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ⅰ 食品ロスダイアリー(環境省)のように具体的な減量
効果（重量g）が分かるもの

ⅱ 減量行動の実践チェック表（該当項目数等から自己
のレベルが客観的に分かるもの）
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ⅰ 買い物前の冷蔵庫チェックを促すマグネットやステッ
カー等（視覚プロンプト）

ⅱ リマインドメール、LINEお知らせ等（言語プロンプト）
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ⅰ 予め提示された減量行動リストの中から市民が選
んで宣誓するもの（選択型）

ⅱ 自由に個人目標を宣誓できるもの（自由型）

【コミットメント型】
行動目標を市民自身に設定させるもの（自治体のごみ
減量目標を提示するだけは除く）

【2R環境整備型】
リデュース・リユースがしやすくなる設備や環境などを整
備すること

【フィードバック型】
行動の振り返りや減量効果が確認できるもの

【プロンプト型】
主に視覚に働きかけ、行動の注意喚起が繰り返し行わ
れるもの

住民介入方法の一覧表の見方

大分類…大まかに分けた住民介入方法

中分類…各大分類を最大で8個に細分化した分類

図 1 生 活系 ごみ減 量 化 のための普 及啓 発 施策 の類 型  

 



策を実施する自治体がそれを実施しなかったとき (反実仮想 )に比べて、どの程度ごみが減

ったのかを示す ATT (処置群における平均処置効果 )により評価した。  

 

３．分析結果  

表1には各施策の ATT と、比較のために OLS で推定した限界効果を併記した。マッチン

グ後の結果では、廃棄物減量等推進員の推進をしている自治体では、そうでない自治体よ

りも廃棄物発生量が有意に平均33g /人・日少ないことが明らかになった。また、言語プロ

ンプトによる普及啓発を推進している自治体では、廃棄物発生量が平均して49.6g/日 /人少

ないことが明らかになった。なお、これらの結果は OLS による推計結果よりも高い値とな

っている。また有料化の実施自治体では、41.5 g/人・日少ないことも明らかになっており、

経済的インセンティブを用いた政策よりも大きな減量効果が窺える。一方、一方向の情報

発信型の普及啓発施策における回覧板の活用等や、コミュニケーション型の普及啓発施策

における座学セミナーを推進する自治体では、マッチング後において廃棄物発生量に有意

な差は見られなかった。  

表１：推計結果  

  自 由 度   
Unmatched   

Matched   
処 置 群   対 照 群   ATT  S.E.   t   OLS  

回 覧 板 の 活 用 等   38  
U  652.9  643.2  9.7 7.9  1.23 

21.4  
M  651.0  620.2  30.8 21.1  1.45 

座 学 セ ミ ナ ー   38  
U  643.2  655.7  -12.5 7.1  -1.77 

-14.5  
M  642.6  646.3  -3.7 12.2  -0.30 

廃 棄 物 減 量 等 推 進
員 の 推 進   

37  
U  627.2  654.0  -26.8 10.1  -2.65 

-22.0  
M  622.2  655.3  -33.1 15.2  -2.18 

言 語 プ ロ ン プ ト   37  
U  625.8  651.9  -26.1 14.7  -1.77 

-23.0  
M  624.2  673.8  -49.6 21.7  -2.29 

UBP  38  
U  635.6  664.0  -28.4 6.9  -4.13 

-36.9  
M  634.9  676.4  -41.5 12.2  -3.41 

注：S.E.は標準誤差を示している。   

 

４．結論  

本研究の結果は、普及啓発施策におけるアプローチ方法の違いによって異なる政策効果

を持つことを示唆している。また言語プロンプトの一つである携帯アプリの活用は、自治

体に普及し始めたのは比較的近年であることから、デジタル情報を用いた政策介入の有効

性に対する示唆を与えているかもしれない。   
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